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お　わ　り　に
は　じ　め　に
　パブリック・リレーションズ（Public Rela-
tions）１）は，アメリカでは，確立されてすで 
に１００年を超える古い概念であるが，わが国 
には，第二次世界大戦後に GHQ（General 
Headquarters:連合国最高司令官総司令部）に
よって移植され，高度経済成長と歩調を合わせ
ながら，企業経営において重要な役割を果たし
てきた２）。そこには，二つの大きな潮流が存在
している。
　一つは，（これも）アメリカから学んだマーケ
ティングと協働して，いわゆるマーケティング
PR（MPR） により，パブリシティ（マスコミに
対するニュースリリースやニュースレターな
ど）によってビジネスを強力にサポートする役
割を担うとともに，一方で，急速に発展する企
業活動が引き起こした数々の外部不経済（公害
や不祥事等）に対する社会的対応に非常な苦労
を強いられてきたことである。PRは，まるで振
り子のようにビジネスとパブリックの間を揺れ
動いてきた。そして，東日本大震災（２０１１）に
際しての被災者や国民を愚弄するかのごとき政
府と東京電力株式会社の不甲斐ない（feckless）
広報活動に直面し「３．１１以降の日本の広報実務
の専門性と倫理感を問い直し，プロフェッショ
ナリズムにおける信頼を復興させるためにも新
しい研究視点が必要とされている」３）ところであ
る。
　もう一つは，インターナル広報（社内広報）
として，従業員への経営理念の浸透と士気高揚
に粉骨砕身しつつ，エクスターナル広報（社外
広報）４）においては，企業の正当性（legiti-
macy）確保とレピュテーション向上を目指し
て，マスコミや消費者意識に目覚めた顧客，物
言う株主のみならず多種多様な利害の交錯する
ステークホルダー５）への個別対応に腐心してき
た。
　そのような広範かつ多方面の職務を遂行して
いるにもかかわらず，わが国の多くの企業では，
PR部門が経営上の枢要なポジションを占めるに
至っていないのは遺憾である。
　筆者は，過去に一部上場企業において長く広
報実務を担当し，２００４年から毎年開講してきた
企業広報論の講義や大学主催の市民講座６）では
「PRが，経営戦略として重要であることが，さ
らに経営者に理解され，また，PR部門がその期
待に応えるためには，いかなる視座と能力が求
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められるか」というテーマに取り組んできた７）。
　本稿の結論を先に述べれば，わが国の PRは，
導入以来半世紀以上を経ても，その理念や意義
が十分に定着しておらず，一方で，ソーシャル
メディアの発展とマスメディアの退潮のなかで，
これからも PR部門がマーケティング・プロ
モーション部門と一線を画したポジションとす
ることは，すでに無用になりつつあり，一部の
先進的企業が取り組み始めているように，情報
受発信の全社的一元化を目指すコーポレート・
コミュニケーション（Corporate Communica-
tion，以下，CCという）部門とするべきである
と主張するものである。
　第１章では，ビジネス・コミュニケーション
の歴史を俯瞰し，PRが，わが国では企業経営に
おいて重要なテーマになりきれなかった宿命に
ついて振り返る。第２章では，わが国の企業経
営が大きな「進化」８）を遂げるなかで，これから
の PRのありように視点を移し，第３章では，
第１章，第２章によって明らかになったわが国
の PRの実態から，今後，どのように再構築さ
れることが望ましいかについて実務的に方向づ
けたい。
　なお，念のために付言するが，PRという略語
は，Public Relations（広報），promotion（広
告），propaganda（宣伝）に共通するため，今
もってビジネス界では混乱を生じているのが実
情である。本稿では，PRとは，あくまで Pub-
lic Relations（ステークホルダーとの双方向コ
ミュニケーション）を指している。
１．　わが国の PRの歴史的宿命
１．１　PRに関する三つの視座
PRは，三つの視座からアプローチすることが
できる。
　まず，基本的なコミュニケーション論的から
把握しておこう。
　アメリカ PR協会（PRSA: Public Relations
Society of America）の公式声明（１９８２）では
「PRは，各種団体，機関の相互理解に貢献する
ことによって多元的社会が意思決定を行い，よ
り効果的に機能することに貢献するものである。
これはまた，官民間の政策調整にも貢献する。
また，PRは，われわれ社会の様々な団体，組織
に奉仕するものである。これらの団体，組織が
それぞれの目標を達成するためには，従業員，
会員，顧客，地方企業，株主などそれぞれ違っ
た『パブリック』，すなわち社会全体と効果的な
関係を育てていかなければならない」９）と詳細に
教示していた。
　２０１１年１２月に発表された新しい定義では「PR
とは，企業・団体等が，ステークホルダーやパ
ブリックと，相互に好ましい関係を構築・維持
するための戦略的なコミュニケーションのプロ
セスである “Public relations is a strategic com-
munication process that builds mutualy benefi-
cial relationships between organizations and 
their publics.”」と，すこぶる簡潔な表現になっ
た。この定義は，時代や場所を問わず，世界中
のビジネス・コミュニケーション全般に適合す
るものであるが，後で述べるように，わが国の
企業や団体等が，PRによる「相互の好ましい関
係：mutualy beneficial relationships」構築の必
要性を真に理解しているかは，極めて疑わしい。
（筆者注：本稿では，以下，PRとは「企業 PR
（企業広報）」に限定して論を進める。）
　次に，印刷メディアにはじまり電波メディア，
電子メディアへと発展してきた近代メディア論
の角度から見てみよう。
　「１７世紀以降，新聞，雑誌が複雑な機構体に発
展して情報の生産と流通を担い，市民社会にた
いして大きな影響力を持ち，その過程で記者ら
が民主主義と言論をめぐって職業的に鍛え上げ
てきた一連の矜持，思想である」（自由國民社
『現代用語の基礎知識』２０１３年版）ところの
ジャーナリズムの発展によって，PR部門が
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「メディアを使いこなす」とは，各種メディアの
操作に習熟することのみならず，カウンター
パートとしてのジャーナリスト（マスコミ記者）
との熾烈な思想的，人間的相克による目的達成
を意味するようになった。
　例えば，パブリシティには，それぞれの対象
メディアごとに「好感されるレトリック
（ニュース性やストーリー性）」を付加しなけれ
ばならないばかりか，個別ジャーナリストとの
接触・交渉においては，卓越した人間関係論的
テクニックを駆使しなければならない１０）。それ
がゆえに，PRによって創出された企業イベント
のニュース報道は，ペイドメディア（Paid 
Media:有料の広告）と明確に区別され，ニュー
トラルな第三者のお墨付き（Third party 
endorsement）としての社会的価値を持つので
ある。それが PR部門の専門性であり，プライ
ドであった。しかし，昨今は，ICT技術によっ
て，HP，ブログなどのオウンドメディア
（owned media），SNSや Twiterなどのアーン
ドメディア（earned media）１１）を使って，マス
コミを経由せずに情報発信をすることが容易に
なった。いわば，PR部門における「マスコミの
呪縛」からの（部分的）解放でもあるが，
ジャーナリストによる情報の取捨選択（ゲート
キーパーとしての役割）が作用せず，パブリッ
ク（大衆）は，押し寄せる多種多様な情報の洪
水に流されそうなっている現実も見過せない。
　最後に，経営戦略としてのポジションはどう
だろうか。
　現代資本主義と高度に発達したメディア環境
のもとで，いかなる企業であっても「倫理的行
動」と，ステークホルダーやパブリックとの
「信頼関係」なくして，社会的に respectableな
存在として，ビジネスを継続することはできな
い。しかし，どれほど高邁な理念を持つ企業と
いえども “Making The Cash Register Ring”１２） が
究極の目的であることは忘れてはなるまい。ま
た，わが国の経営者の心底には，PRが第二次世
界大戦後に占領軍の示唆（サジェスチョン）に
よって導入されたプロセスも影を落としており，
無理解と不信が根強いのも事実である１３）。
　わが国でも有数の PRエージェンシー（株式
会社井之上パブリックリレーションズ）のトッ
プである井之上喬（２００６）は「PRとは，個人や
組織体が最短距離で目標や目的を達成する，『倫
理観』に支えられた『双方向（対称性）コミュ
ニケーション』と『自己修正』をベースにした
リレーションズ活動である」とし，「経営システ
ムの視点から位置づけると，PRは「人」，「モ
ノ」，「金」，「情報」という，これまでの４つの
経営資源を個々に強化し，それらを統合する
「第５の経営資源」であるといえる」とあくま
で，アメリカ流の PR理念に忠実である。しか
し，わが国では，PR部門の大半は，アメリカの
ように外部エージェンシーではなく１４），社長室
や広報部（室）もしくは総務部などの社内組織
が担当しており，企業とステークホルダーの双
方に対して，ピュアにニュートラルな立場に
立った情報のインター・メディエーター（仲介
者）たりえない。わが国の PRの宿命であり，
軛（くびき）であると言えるだろう。
１．２　PRの萌芽を探る
１．２．１　江戸時代の商業事情
　戦国の乱世を経て，漸く社会が落ち着きはじ
める安土桃山時代から江戸時代にかけてのわが
国では，一般の海外取引はほとんど行われな
かったが，狭い国内であっても，異郷を巡り，
珍しい商品を発掘して各地の文化を繋ぐ商人は，
地域の意識改革や文化革新のカタライザー（触
媒）であった。
　山田　勝（２０１０）は「商業は人々の生活，換
言すれば生活行動様式＝文化に直接結びついて
いる。従って商業は新しい文化を創り，文化は
新しい商業のあり方を規定する」１５）というが，
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江戸中期以降，農業生産力の発達と都市および
交通の発展，ならびに貨幣制度の確立によって，
商品経済活動がいよいよ活発になり，再販売購
入（他人の生産・製造した商品を他者に転売す
る行為）や配給（商品の社会的移転現象）など
によって流通が拡大すると，販売促進を意図し
た情報発信（いわゆる広告）が，その時代のさ
まざまなメディア（引き札，浮世絵，景物本，
暖簾，行燈，クチコミ等）を使って盛んに行わ
れはじめる１６）。
　石井寛治（２００３）は「１７世紀末の元禄期頃か
ら商業活動と富の蓄積を正面から肯定する発想
が強まってくる」１７）とし，儒学者石田梅岩
（１６８５～１７４４）らが「武士に武士の生きる道が
あるように，町人には町人道がある」，「商人の
売買するは天下の助けになる」と説いて，商業
の発展と商人の倫理的自覚を促したことを高く
評価している１８）。
　ところが，陽明学者熊沢蕃山（１６１９～１６９１）
は「タカラヲ賤ンズルトテ，ナゲスツルニハア
ラズ，五穀ヲ第一トシテ，金銀コレヲ助ケ，五
穀下ニミチミチテ，上ノ用ニ達スルヲ貨ヲ賤ズ
トイフナリ」（『集義外書』）と説き，仙台藩士 
林　子平（１７３８～１７９３）も「金銀は命を救ふ第
二番の物なることを知て米穀を第一，金銀を第
二と心得て，平日食糧になるべき物を蓄ふるこ
とを勤むべし」（『海国兵談』）と『賤金貴穀の
説』を唱えている。
　また，石井（２００３）は「近世の江戸っ子たち
は，商材に富む近江商人と倹約家の伊勢商人を
『近江泥棒伊勢乞食』と揶揄した」というが，こ
れは，富を蓄積したものへの妬み１９）とともに，
わが国の伝統的な農本思想や「清貧」の思想
（仏教では「少欲知足」）などから導出された，
おおかたの民情ではなかったろうか。
　思うに，太古より，しばしば大自然の猛威に
よって生活基盤を破壊され，命までも翻弄され
続けてきたわが農耕民族にとって，朝秦暮楚し，
富を蓄積していく商人に対して，農民や手工業
者は，封建社会における生活観のみならず，民
族的メンタリティーとしての「無常」や「認知
的不協和」を感じていたのではなかろうか。い
わば「因襲の 桎梏 」である。
しっこく
　自由競争による資本主義が成立していない時
代の商業活動において，商人の「良心」こそは，
依りどころになる貴重な精神であったが，現代
PRの基本理念である「さまざまなステークホル
ダーとの双方向コミュニケーションによる信頼
関係の確立」という広範な視野での合理的かつ
俯瞰的な理念は，ほとんど意識されなかった。
なお，江戸時代の商業を語るにあたり「士農工
商」等 による絶対的身分差別があったという見
解は，現在では否定され，小学校の教科書から
もそのような記述がすっかり消えていることは，
ここにあらためて確認しておきたい２０）。
１．２．２　明治維新から第二次世界大戦の敗戦
まで
　ａ．資本主義体制の整備
　明治政府は，諸外国の近代的資本主義経済と
対抗しうる政治的，経済的基盤を早期に確立す
るため，「和魂洋才」・「脱亜入欧」を基本戦略と
して，殖産興業政策を強力に推進し，第一国立
銀行を設立２１），貨幣制度を安定させ，資本調
達・流通の活性化を図り，株式会社の標準形式
（株主による役員選任，株式の譲渡，有限責任
制）を実施した。また，藩と武士の廃止による
秩禄公債の交付（１８７１），大名貸し棒引き（１８７３），
金禄公債の交付（１８７６），官営企業の払い下げ
（１８８２）などの経済政策を矢継ぎ早に実施した。
民間資本の蓄積がほとんどなかったわが国では，
国が基幹産業を育成して民間に払い下げること
で，上からの資本主義化を強力に推進したので
ある。
　木元錦哉（１９６５）は「この時期の殖産興業政
策は，国家権力に庇護される特権企業の培養に
よつて推進された。それは第一に，明治二年に
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設立された為替会社，明治五年に制定された
「国立銀行条例」による国立銀行の設立，第二
に，政府が薩長政府と特殊な関係にあつた特権
的豪商に御用取扱を委任することによつて実施
された。この薩長藩閥政府と特権的豪商の関係
は，わが国の資本主義発達史上極めて重要であ
つた。この政府と豪商との結合の要因は，いう
までもなく，産業資本が未成熟の段階において，
それ自体封建的上層階級であるところの下級武
士によつて明治革命が成就されたという明治維
新の性格にもとつくものであつた」２２）と述べて
いる。
　このような急激な資本主義化の反動で労働争
議が発生，経営側にも従業員福祉の必要性が認
識されはじめた。１９０３年には，鐘淵紡績兵庫分
工場支配人武藤山治が，わが国初の企業社内誌
『鐘紡の汽笛』を発行，同時に社内提案制度等の
労務管理的諸制度を導入した。これが，わが国
における PRの一側面であるインターナル広報
による労務管理（HR）の先駆けである。
　ｂ．広告（Promotion）の時代
　１９００年に開かれたパリ万博は『過去を振り返
り２０世紀を展望する』をテーマとして，人びと
に華麗で豊かな２０世紀的消費生活のモデルを提
示し，先進各国に「欲望のビックバン」を誘発
した。
　わが国では，１９０４年，合名会社三井呉服店
（現在の三越）が「当店販売の商品は今後一層そ
の種類を増加し，およそ衣服装飾に関する品目
は　一棟御用弁相成り候　設備致し，結局　米
国に行はるるデパートメント，ストアの一部を
実現致すべく候」というあいさつ状を発送，翌
１９０５年元旦には，全国主要新聞に，はじめての
全面広告を掲載した。これは「デパートメント
ストア宣言」と呼ばれ，それを契機に，白木屋
呉服店，いとう呉服店，大丸呉服店，高島屋呉
服店などでも，販売品目の多様化と陳列的営業
（いわゆる百貨店化）が進行した。
　１９０８年，三越嘱託デザイナーに就任した杉浦
非水（日本モダンデザイン，グラフィックデザ
イナーの先駆者，芸術院恩賜賞　１８７６～１９６５）
は，感性に訴える洗練されたポスターによって，
大衆を夢の消費社会にいざなう近代的な広告
（promotion）の草分けであった。
　ｃ．（国家的）宣伝（Propaganda）の時代
　１８７３年の徴兵令発布以降，軍隊の強化（ドイ
ツ式陸軍，イギリス式海軍を採用）に努めてき
たわが国は，１８９４年，朝鮮国内の農民戦争を
きっかけに出兵して清国と戦い，１９０４年には，
朝鮮半島とロシア主権下の満洲南部を主戦場と
して日露戦争に突入する２３）。続いて１９１４年，日
英同盟（１９０２～１９２３）に基づき連合国陣営に加
わり第一次世界大戦へ参戦した。開戦当初はモ
ンロー主義２４）を守っていたアメリカも，１９１７年
３月になって参戦を決めた２５）。
　第一次世界大戦では，イギリス，ドイツなど
が撒く大量のビラ，ポスターが欧州戦線に氾濫
したが，これらの印刷メディアが大衆心理を動
かしたといわれ，各国は，メディアの影響力
（弾丸や皮下注射のような強力な直接効果）を大
いに学習した２６）。
　その後，わが国では，資本主義の発展に伴っ
て，政治，社会，文化の各方面にあらわれた民
主主義，自由主義が花開く「大正デモクラ
シー」２７）の時代が到来したが，間もなく１９３１年
の満州事変から１９４５年のポツダム宣言受諾まで
の１５年間，国をあげて戦争の時代に突入した
（「１５年戦争」）２８）。１９３７年の盧溝橋事件を引き金
に日中全面戦争がはじまると，日本経済は戦時
統制体制に転換し，情報コントロールを目的に
内閣情報部を設置（１９４０年，情報局に改組），
１９３８年の国家総動員法成立により言論・出版が
厳しく規制された。
　近代戦争下では，広告などの自由な企業活動
は，ほとんど影を潜める２９）。１９４０年，すべての
政党が自発的に解散して大政翼賛会が組織され，
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同時に，第一線で活躍するデザイナーや広告
パーソンにより戦争協力のため国家的プロパガ
ンダを推進する「報道技術研究会」３０）が結成さ
れた。
１．２．３　『１９４０年体制』
　以上のように，わが国では，明治以降も政府
や企業による上からの情報発信は行われても，
民主主義的な PR理念である「ステークホル
ダーとの双方向コミュニケーション」は，全く
見られない。
　猪狩誠也（２０１１）は，本格的資本主義に向か
うわが国の企業について「（明治）政府から庇護
され，あるいは政府と癒着し，しかも資本市場
で広く大衆から資本を求めることなど不可能
だったことが，日本企業がその面での PRの必
要性を感じなかった一つの説明であるかも知れ
ない」と指摘している。
　また，野口悠紀雄（２０１０）は，財閥中心の経
済体制から，所有と経営の分離３１），国家的な資
金配分，業界組織の編成，地主の権利制限，生
産倫理の高揚が図られた状況を『１９４０年体制』
と呼び３２）「このシステムの大部分は GHQによ
る占領を経ても温存され，官僚統制，銀行本位
制など高度経済成長を支えた体制へと継承され
た」と主張する。戦後の社会・経済史を振り返
るとき，筆者は，この主張を支持したい。
　従って，非常に残念だが，多くの経営者は，
企業を取り巻くステークホルダーやパブリック
（公共）を，マーケット（市場）と捉えるばか
りであり，現在に至っても PRは，真に重要な
経営課題にはならないままである。
１．３　PRの導入プロセス
１．３．１　GHQによる PRO設置の示唆
　連合国軍占領下の１９４７年， GHQの出先機関
である各県軍政部からそれぞれの県（知事）に
対して「PRO（Public Relations Office）を設置
せよ」とのサゼッション３３）があり，行政に PR
が導入された。日本の民主化には，市民との双
方向コミュニケーションが欠かせない理念であ
るとされたのである。しかし， GHQの占領施策
のなかには，国民的反発を買ったものも多く３４），
１９５２年４月２８日，サンフランシスコ講和条約が
発効して占領が終わると，都道府県の PR担当
課は急激に減少した３５）。わが国には，アメリカ
流の PR理念が根付いたとはいえないのである。
１．３．２　民間企業への導入
　すでに１９２３年には高柳保太郎３６）が中心となっ
て，満鉄（南満州鉄道株式会社）に「弘報係」
が設置され，現地住民に対する宣撫活動が行わ
れてきた。しかし，国内企業への本格的な導入
については，GHQにより，行政のみならず民間
にも PR教育３７）が施された結果，電通，証券業
界および日経連の三つのルートによって推進さ
れたというのが定説となっている。
　ａ．電通（電報通信社）ルート
　後に「広告の鬼」と呼ばれる吉田秀雄は，
１９２８年，電通に入社し，１９４７年，代表取締役社
長に就任した。機を見るに敏な吉田は，すでに
１９４６年に『当面の稼働方針』のなかで「マーケ
ティングの構想，企画を拡大する PRの導入と
その普及」を挙げている。
　北野邦彦（２００８）によれば「吉田の脳裏に
あった PRとは，労使に対立を解き，良好なコ
ミュニケーションを確立するための重要なコ
ミュニケーション手段としての PRであった。
経営思想の根幹に位置づけられ，マーケティン
グ・コミュニケーションにおいて広告と並ぶ強
力な PR。PRを通して第二次世界大戦後のすさ
んだ日本人の心が回復するに違いないというの
が，吉田の PR導入の動機であった」３８）。
　ｂ．証券業界ルート
　戦後の株式の民主化，“People’s capitalism” の
方向のなかで，１９５０年１０月，日本証券投資協会
から発刊された月刊誌『PR』の「発刊の言葉」
には「われわれは，PRの実践を通じて，次のよ
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うな効果が生まれることを確信する。その一は，
これによってわれわれの民主主義が推進される
ことである。PRは，個人の人格を重んじ，社会
連帯の思想の進んだ民主社会を基盤として発展
したものであるが，この PRを推進すること自
体が，逆に民主主義を徹底することになる。そ
の二は，これによって資本主義経済のよさが洗
練され効率化されることである。今日のアメリ
カ経済の飛躍的な発展が，これを立証している」
と，まさにアメリカ民主主義の教本的な論調で
ある。
　しかし，わが国は，戦後も引き続いてライン
型資本主義であり，企業金融は多くを銀行に依
存する。証券業は，金融資産の投資乃至投機に
軸足を置かざるを得ないため，ここに述べられ
たような当初の高邁な考え方はかなり変容して
いる。
　ｃ．日経連ルート
　１９４８年，適正な労使関係の確立を目的として
日本経営者団体連盟（日経連）が設立された３９）。
占領当初の GHQの労働組合育成方策による労
働争議多発の中で，１９５１年に「経営視察団」が
アメリカから学んできた HR４０）によって，労使
関係の安定化を目指し，社内報，提案制度，社
内苦情処理などの労務管理技術を導入した４１）。
日本型の社会主義的資本主義は，企業における
人間関係の有機的な結合と相互の協調を重視す
る，いわゆるコーポラティズム（Corporatism: 
政策決定に企業や労組などの団体を参加させる
システム）といえよう。
　続いて，日本生産性本部の訪米視察団４２）に
よって，マーケティングの考え方と技法が導入
され，内には，PRによる HR，外にはマーケ
ティング・プロモーションを車の両輪として，
『東洋の奇跡』と呼ばれた高度経済成長を実現し
たのである。
１．３．３　小　括
　人類が，二度の世界大戦で学んださまざまな
メディア・コントロール手法は「国民的合意の
形成（総動員）」のためのプロパガンダ技術であ
り，「世論操作」の手段としての＜みせかけ＞の
双方向コミュニケーションであった。
　また，わが国では，労使関係については，伝
統的な「家」の論理が組み込まれた。農耕民族
として相互扶助と集団生活に慣れた国民文化が，
新しい企業社会にそのまま導入され，都会生活
を始めた労働者は，地方における「地縁」や
「血縁」と軌を一にする「企業縁」によって固く
結ばれた４３）。そのことが，わが国の企業経営の
特色である三種の神器（年功序列，終身雇用，
企業内組合）にも強く影響してきた。もちろん，
PRの社内部門化にも繋がっていよう。
　なお，わが国のジャーナリスト（マスコミ記
者）のほとんどがメディア企業に所属する会社
員である（会社名を明示して取材を行う）とい
う社会構造のもとでは，その取材相手（一義的
には PR担当）も，組織に所属しているほうが，
相互に信頼を寄せやすいという「内向きの精神
構造」が存在するのではなかろうか。
２． PRの現代的役割
２．１　企業の社会的存在の意義
　１９８０年代中盤から１９９０年代になると，先進各
国では，商品間の差別化特性（機能，品質など）
が失われ，主に価格あるいは量を判断基準に購
買が行われる“コモディティ化”に直面する。
そこで，企業は，次の差別化戦略として，企業
そのもののブランド化やレピュテーションの向
上に注目し，本来の企業活動とは別に，社会貢
献活動（フィランソロピーやメセナなど）に
よって「よき企業市民（Corporate Citizenship）」
として，社会的信用や好意（goodwil）を獲得
しようという考え方が導出された。２０世紀後半
からは，地球環境問題の深刻さも加わり，企業
は社会を構成する機関（社会的器官，社会の公
器，社会的制度などと表現される）の一員とし
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て説明責任（アカウンタビリティ）や社会との
積極的対話が求められるとともに，社会の発展，
維持に必要なコストを負担すべきであるという，
CSR（Corporate Social Responsibility: 企業の社
会的責任）が主張されはじめる。これらの諸活
動の主体となるのは，他ならぬ PR部門である。
　このようなグローバルな潮流にもかかわらず，
わが国の経営者の多くは，いまだ内心では「企
業は社会を構成する一員」ではなく，「社会と向
きあう」両立型世界観４４）に立脚したままである
と思われる。例えば，経済同友会第１５回企業白
書（２００３）『市場の進化と社会的責任経営』にお
いては「社会の期待と企業の目的が自律的に調
和する経済社会を目指す」と述べ，日経連の
「企業行動憲章（改定）」（２０１０）でも「企業と社
会の相乗発展のメカニズムを築くことにより，
企業競争力の強化とより良い社会の両立を実現」
すると宣言している。つまり，CSRとは，企業
の存在自体に内在するものではなく ,社会から
「求められる」ものであるという認識であり「経
済効率と社会の進歩との間にはトレードオフが
存在する」という伝統的な思想が維持されてい
る。
２．２　CSRから CSVへ
　わが国が２０１０年１１月１日に批准した ISO２６０００ 
（SR規格）４５）では，「全ての組織の活動は，世界
の生態系の健全性に依存している」という認識
のもとで，それぞれの事業を通じた企業と社会
との WIN-WINの関係が導かれている。
　また，マイケル E・ポーター（Michael E. 
Porter:ハーバード大学教授）とマーク R・クラ
マー（Mark R. Kramer:ハーバード・ジョン F.
ケネディ・スクール上級研究員）は，CSRにか
わって CSV（共通価値の創造：Creating Shared 
Value）という新しいコンセプトによって，社会
課題の解決（社会にとっての価値）と企業の利
益や競争力の向上（企業にとっての価値）を両
立させる取組みを提唱した４６）。
　「企業は，本業を通じて，社会的にも意義が高
く，必要とされる製品やサービスなど技術革新
を伴いながら新たに創出することにより，社会
から有用なビジネスとして認められることが重
要である」とし，「社会課題に対する企業による
問題解決であると同時に，企業価値そのものを
高める，一石二鳥の経営戦略ととらえることが
できる」４７）のである。すなわち，CSVは，①社
会・環境問題解決をビジネス化して利益をあげ
る，②自社の事業活動と関連する社会・環境問
題を解決し，自社の競争力を強化する，の両方
もしくは，どちらかに取り組むことで，従来の
CSRにおける多くの経営者の困惑と苦悩を解消
したと言えるだろう４８）。
　CSVは，企業の「社会化」にとって大きな前
進である。今後は，ステークホルダーを対象と
したさまざまな企業イベントは，従来のように
PR部門が社会的信用や好意を獲得しようという
目的で推進するのではなく，各事業部門が事業
の一環として実施していくことになるのではな
いだろうか。
３． PRにおける二つのタスク
３．１　インターナル広報（社内広報）
　ここで，“はじめに”で触れた PRにおける二
つのタスクについて若干補足しておきたい。
　インターナル広報とは，企業がマーケットで
「総力戦」を勝ち抜くため，社内の共通認識を創
造することであり，本文で触れたように，政治
的プロパガンダそのものである。従って，「価値
観の共有」，「献身的貢献」，「全社一丸」などの
マネジメント思想は，ヒューマニズム，人権思
想，個人の自由の尊重やデモクラシーの理念な
どに支えられる自由な市民社会における多元的
民主主義（企業内民主主義）とは背反した概念
である。そこに，PRの現代的苦悩があることを
忘れてはなるまい。
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　なお，昨今は，従業員やグループ会社など組
織内部に向けて行うインターナル広報活動を，
しばしばインターナル・ブランディング（Inter-
nal Branding）と呼ぶ。つまり，企業全体の品
質（Corporate Identity）の確立・向上を目指す
概念と捉えているのであるが，本質的には何ら
変わるものではない。
３．２　エクスターナル広報（社外広報）
　建国にあたって，パブリックを主権者に据え
たアメリカでは「新聞なき政府と政府なき新聞
のどちらを選ぶと問われたら，私は躊躇せず後
者だ」（『ジェファーソン神話』）と伝えられると
おり，はじめからマスコミを強く意識していた。
しかし「民衆が政治の主人公でありパブリッ
ク・オピニオンが政治上の意思決定の基本であ
るべきである」というアメリカ民主主義は，そ
うであるがゆえに「世論操作」の可能性を残し
たといえる。これは，パラドックスであり，人
間の悲しい性である。そして，時代とともに発
達するマスコミと政治（権力）の二人三脚での
「世論操作」には目を見張るものがある。
　例えば，第一次世界大戦への参戦について，
国民の合意を得るためにウイルソン大統領が設
置した「パブリック・インフォメーション委員
会（PIC: Public Information Committee）」
（１９１７）４９）について，後にスチュアート・ユー
ウェン（Stuart Ewen）は「この委員会は，世論
の製造の実験を行う巨大研究所として，初期の
合理的な主としてジャーナリズムの中で形成さ
れた理性に働きかけようとするコミュニケー
ション戦略とは，全く別の方向へと変化した」５０）
と記している。
　また，１９５２年の大統領選挙にあたって「１９５２
年に初めて候補者が“商品”になり，政治運動
が“売上を増進する仕事”となり，選挙民は
“市場”になった」５１）と喩えられるように心理学
を利用したマーケティング手法によりアイゼン
ハワーが勝利した５２）。
　その後，ニクソン大統領が，ウォーターゲー
ト事件（１９７３）において事実を覆い隠そうとし
てホワイトハウスで「“Let’s PR it”などと，PR
という言葉を連発した」という風評が流布５３）さ
れ，PRは，国民にメディア・コントロールを
イメージさせることから，PR部門を，当時話題
になっていたコーポレート・コミュニケーショ
ン（Corporate Communication）部門と呼称変
更する企業がではじめた。
　しかし，留意すべきは，これは，本来の CC
のありようを反映したものではない。CCとは，
１９７２年に，アメリカのビジネス誌 “FORTUNE”
が，企業トップなどを対象とした “CC・セミ
ナー”ではじめて使われたもので，“FORTUNE”
の広告部長ジェームズ・B・ホーファーは，『企
業の心を伝えろ』（１９８１）の「日本語版への序
文」において「企業におけるコミュニケーショ
ン活動はトップに直結した形で組織化され，企
業理念は方針として具体化されて社内に周知徹
底され，各業務に反映されることが大切です。
と同時に広告活動など既存の手段も含めて全社
的な観点から＜企業の心＞を社会に伝えて，企
業を結果的に正しく理解させるコミュニケー
ション管理システムを確立することが大切でも
あるわけです」５４）と，まさに正鵠を射た指摘を
している。
お　わ　り　に
　アメリカ流の PRとマーケティングが，文化
的，産業構造的土壌改良もないまま矢継ぎ早に
わが国に移植された結果，現在でも，多数の国
民のみならず産業界においても，PRとマーケ
ティング・コミュニケーション（広告や宣伝）
の区別すら正しく理解されておらず，もちろん，
同一企業内でも，PR部門とマーケティング部
門で発信情報のトーン＆マナーに違いがある。
さらにおぞましいのは，ときに，PR部門とマー
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ケティング部門が犬牙相制し，見えない壁が存
在することである。
　近年，市場の成熟化とグローバル化のなかで，
経営戦略としての企業ブランドの確立やレピュ
テーションの向上のために「総合的な顧客本位
マーケティングの概念として，マーケティン
グ・ミックスには，PR部門の行うパブリシティ
も包摂される」という，いわゆる IMC（Inte-
grated Marketing Communication:統合的マー
ケティング・コミュニケーション）が説得力を
高めている。例えば，シュルツ（Don E. Schulz）
は，“Integrated Marketing Communications”
（１９９３）において「IMCは，消費者とブランド
や企業とのすべての接点をメッセージ伝達の
チャネルと考え（中略）あらゆる手法を駆使し
て，説得力あるコミュニケーションを実践する
プロセスである」と定義している。これは，CC
の考え方と軌を一にする。
　そんな折から，本田哲也（２０１１）５５）は，PR部
門が主管するパブリシティを「カジュアル世論
の創造」という軽妙な論理によって「（製品や
サービスが）売れる空気を創る」ための活動と
位置づけ，マーケティング・コミュニケーショ
ンの環境整備というポジションに据えてしまっ
た。そもそも，PR部門は，輿論（Public opin-
ion）を司り，マーケティング部門は，世論
（Popular sentiments）を創るという役割分担
（あえていえば，PR部門のアイデンティティと
プライド）を乗り越えて，パブリシティ
（ニュースリリースやニュースレター）をマー
ケティング・コミュニケーションのプロセスの
一部としたのである。これによって，全社的な
危機管理における社会的対応を除いて，PR部門
は平時の存在や役割をマーケティング部門と厳
格に区別し，組織的に分離する意味を失くして
しまったといっても過言ではないだろう。もち
ろん，ステークホルダーとの双方向コミュニ
ケーションによる企業活動の自己修正（相互理
解とコンフリクトの解消）は，企業活動として
欠くことができない経営課題であるが，マーケ
ティング部門にも，多様なクレームや消費者の
意見が時々刻々，集積しており，企業改革や業
務改善のための貴重なデータであることに軽重
はない。
　ところで，猪狩誠也（２０１１）は「もともとア
メリカでは，政治・社会・産業のさまざまな局
面で開発された世論形成や大衆動員のための説
得・宣伝技法等々が次第に＜ PR ＞という枠の中
に組み込まれていったのである。…プラグマ
ティズムの国，アメリカでは，確固たる定義・
理論体系があるわけではなかった。日本にも
＜理論＞というより＜考え方＞が，行政，産業
団体，企業，広告会社などに入ってきて，それ
ぞれが自分の立場・ニーズに沿って，＜広報＞
＜ PR ＞の名前で受け取ったのである」 と述べる。
すなわち，本来の PRにも，確たる理念は存在
しないというのである。
　また，日本広報学会副会長の上野征洋（２００８）
は「CCは，PRに見られるような商品広報，事
業広報などの個別活動の次元を超え，企業総体
としてのコミュニケーション活動という大きな
枠組みの中で発想されることにその特徴があ
る」５６）と IMCに理解を示している。（筆者注：
日本広報学会の英語表記は，設立の当初から
Japan Society for Corporate Communication 
Studiesである。）
　これからの多メディア時代には，パブリシ
ティやマーケティング・コミュニケーションお
よびインターナル・コミュニケーションについ
て，企業内縦割り組織による弊害を排し，発信
する情報のトーン＆マナーの整合性と全社的
データ共有による効率的な活動が経営戦略の要
となる。企業は，本格的に全社的情報マネジメ
ント組織の再構築をするべきときがきた。広報
部（室）や宣伝部という部門名称と役割分担も，
より上位概念である CC部門に包摂されて，い
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ずれは消えていくだろう５７）。２１世紀の企業の情
報戦略に，このような大きな変化の兆しがある
ことを再認識しておきたい。
　ちなみに，２０１３年１月に，キリンビール，キ
リンビバレッジ，メルシャンのグループ３社が
合併して誕生したキリン株式会社では，CSV本
部が設置され，CSV推進部，CC部，ブランド
戦略部の三部体制になっていることは，大いに
参考となる。
　CC部門は，わが国におけるPRの消化不良を
解消するばかりではなく，２１世紀の情報発信に
対するエクステンシブ（extensive）で公平な視
野と知見，多様化し複雑化するメディアを効率
よく使いこなす専門的能力が要求され，経営上
欠くことのできない重要な位置を占めることに
なろう。
注
１）　ここにいう PRとは，アメリカで１９世紀中ごろ
から活躍した興行師フィニアス・Ｔ・バーナム
（Phineas Taylor Barnum, １８１０～１８９１） に代表され
るような，さまざまな創作やトリックによってメ
ディア（当時は，新聞）に面白おかしくイベント
を告知させる＜広告＞ではなく，「近代 PRの父」
といわれるアイビー・リー（Ivy Lee, １８７７～１９３４）
の『行動規範宣言（Declaration of PRinciples, 
１９０６）』 に象徴される，正確で信頼のおけるパブリ
シティによるマスメディアと企業との相互不信の
修復，そして，その背後にいるステークホルダー
やパブリックへの正直で，開かれた情報発信と双
方向コミュニケーションをいう。
 ２）　本稿では，パブリック・リレーションズを，
GHQによって導入され，展開されてきた概念であ
るという意味を含めて，PRと表記する。
 ３）　和田　仁（２０１３）「批判的 PR理論の系譜に関す
る一考察─メディア研究とカルチュラル・スタ
ディーズを踏まえて」日本広報学会『広報研究』
第１７号 p. ２４
 ４）　PRは，インターナル広報とエクスターナル広報
に分けられる。もう一つ，企業活動すべてに関わ
る危機管理広報という非常に重要なタスクがある
が，それについては稿をあらためて論じる。
 ５）　R・エドワード・フリーマン（R. Edward 
Freeman, １９８３）によれば， The word Stakeholder 
coined in an internal memorandum at the Stanford 
Research Institute in １９６３, refer to “those groups 
without whose support the organization would 
cease to exist.” である。そして，同論文において
「PRの対象として，その事業体の活動に利害（ス
テーク）を持つすべての人（利害関係人）を含む」
という概念を提唱した 。一般的には株主，債権者，
顧客，取引先，従業員，地域社会，行政などが含
まれるが，さまざまな考え方がある。筆者は，ス
テークホルダーの概念は，PRの対象範囲を限定す
る意味も有すると解釈している。
　ドミニク・バートン（Dominic Barton）が，一
般大衆の信頼に値するように資本主義を刷新する
ための三つの要素のひとつとして「従業員やサプ
ライヤー，顧客，債権者，地域社会，環境など，
ステークホルダー全員の利益に役立つことは，企
業価値を最大限に高めるという目標を達成するの
に欠かせない，という考え方を組織に徹底させる
ことである」（「資本主義」改革論）と述べている
ことは，PRの目的として注目に価する。
 ６）　筆者は，広島経済大学公開市民講座（通称：
キャリアアップ・プログラム）において，２００８年
度以降，「「PR」入門」，「「PR」の基礎」，「企業の
経営戦略と広報」の三つの科目を開講してきた。
なお，現在，その受講者を中心として，自主的な
勉強会である『広島広報 PR研究会』を，数か月
ごとに，開催している。
 ７）　PRは，大きくは「行政PR」と「企業PR」に分
かれる。もっとも，わが国への導入経緯も含めて
根本の思想は同じという意見もあるが，行政の動
きと，経済社会の動きはあきらかにその目的とす
るところが異なる。
 ８）　２００３年０３月２６日，経済同友会は，第１５回企業白
書のタイトルを「市場の進化と社会的責任経営」
─企業の信頼構築と持続的な価値創造に向けて─
とした。本文における「進化」は，このことを前
提として使用している。
 ９）　井之上喬（２００１）『入門「PR」』PHP研究所 p. ３４
１０）　井口　理（２０１３）は，ゲイル・ハイマンが「PR
業界も『seduction（誘惑）の仕方』を学ぶべきで
ある」と述べたことを紹介している。PRは，今後
ますます「長期にわたる関係に基づく，戦略的で
効果的なキャンペーンより，むしろ大規模で大胆
で，エッジの効いたアイデアが重視される傾向が
強まった」という指摘は注目に課する。『戦略 PR
の本質』朝日新聞出版
１１）　トリプルメディアは，２０１０年，日本アドバタイ
ザーズ協会 Web広告研究会が発表した分類であ
る。
①オウンドメディア（Owned Media:“所有”する
メディアのこと。自社コーポレイトサイトやブ
ランドサイトなど，企業が直接所有するメディ
アを指す。
②ペイドメディア（Paid Media:“買う”メディア
のこと。企業が広告費を払って広告を掲載する
従来型のメディアを指す。
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③アーンドメディア（Earned Media:“得る”メ
ディアのこと。信用や評判を得るメディア，
SNSやブログ，twiter等といったソーシャルサ
イト等を指す。
１２）　MAKING THE CASH REGISTER RING—A 
Retrospective View on the Public Relations 
Function, A Speech By Harold Burson（Chairman 
Burson-Marsteler）October １３, １９７７, at the 
Waldorf-Astoria Hotel in New York.
１３）　ひとつは「ステークホルダーやパブリックとの
対等かつピュアな双方向コミュニケーションを行
い，場合によって自己修正しなければならない」
というアメリカ民主主義の神話に強く捉われてい
ることである。もう一つは，わが国のマスコミの
リベラリズム的風潮の中で，できるなら接触を避
けたいとする経営者がかなり存在する。
１４）　Cutlip, Center & Broom, ２００６/２００８.　“Efective 
Public Relations”「PRの専門家は，組織の内部と
外部の双方での変化の代理人である」と述べる。
p. ２３１
１５）　山田　勝（２０１０）『増補版商業史概説』創成社
１６）　１６７３年（寛文～延宝：徳川家綱時代）の三井呉
服店（三越）が掲げた「現銀掛値なし」の看板は，
日本初の広告と言われる。もちろん，「掛値なし」
が，従来の習慣を破る画期的な商取引であったと
いうことも重要である。
１７）　石井寛治（２００３）『日本流通史』有斐閣　p. ７０
「井原西鶴（１６４２～１６９８）の『日本永代蔵』は，
（中略）町人は金持ちになることが大事で，出身は
問題でなく金銀こそが系図の役割を果たすと述べ
ている」と記されている。
１８）　河口真理子（２００４）『CSRブーム再考』経営戦
略研究　２００４　Vol. ２　大和総研によると，日本で
商道徳を最初に説いたのは，鈴木正三とされる。
慶安２年（１６４９年）に著した『万民徳用』は，石
田梅岩にも影響を与えた。石門心学では，商人に
ついて「二重の利を取り，甘き毒を喰ひ，自死す
るやうなこと多かるべし」，「実の商人は，先も立，
我も立つことを思うなり」と教え，「三方よし」
（近江商人の思想：買い手良し，売り手良し，世間
良し）と並んでわが国の『CSRの原点』と言われ
る。
１９）　他人の成功を「羨みながら，人生のロールモデ
ル」とみるか，「妬み，嫉み」の対象とするかは，
キリスト教国でも，プロテスタントとカソリック
によって違っている。歴史的に社会的な階級が
「硬い」国では，階級間移動の自由度が乏しいか
ら，後者が優勢になるのではないかと思われる。
２０）　参照：小学校「新しい社会」，「新編　新しい社
会」３・４下（東京書籍）
http://www.tokyo-shoseki.co.jp/e-mail/qanda/ 
q-es-shakai.htm#q６
２１）　１８７３年（明治６）７月２０日， 株式会社第一国立
銀行開業。日本銀行創設以前には紙幣の発券が認
められており，発行する銀行券は金貨との交換を
義務付けられていた。日本初の株式会社でもある。
２２）　木元錦哉（１９６５）『明治時代における国家と産業
をめぐる立法政策とその評価─中小企業立法の歴
史的系譜を明らかにするために』明治大学法律論
叢　第０３９巻（１–３）
２３）　「国会開設をめぐり民権派と国権派に分かれて激
しい政論を戦わせていた新聞は，日清戦争のころ
からナショナリズム一辺倒となり，強硬な外交を
主張するようになる。それは，日露戦争のころに
はますます激しくなり，当初，非戦論を唱えてい
た「萬朝報」，「東京日日」も主戦論に転向して
いった。」猪狩誠也編著（２０１１）『日本の広報・
PR１００年』同友館　p. １４
２４）　１８２３年，第５代大統領ジェームズ・モンローが,
アメリカ大陸とヨーロッパ大陸間の相互不干渉を
提唱した「アメリカの孤立政策」を指す。
２５）　この時，アメリカ国民に参戦意識を高揚させる
ためウイルソン大統領が創設したのが「パブリッ
ク・インフォメーション委員会（PIC）」（通称：
クリール委員会）である。
２６）　これらのメディア利用は，あきらかに，政治的
プロパガンダである。このころから，商業広告や
娯楽に利用されてきたメディア（メディアという
語は，経済界のジャーゴンであった）は，大衆の
気持ちを動かすことに利用され始めた。
２７）　一般的には，１９０５年ころから１９３１年の満州事変
までを「大正デモクラシー」とし，政党政治が実
現し，社会運動が活発であった時期ととらえる。
２８）　鶴見俊輔が，第二次世界大戦後，１９５６年（昭和
３１年）に「知識人の戦争責任」（『中央公論』１９５６
年１月号）のなかではじめて使用した。「１５年戦
争」とは，満州事変から日中戦争を経て太平洋戦
争に至る過程をわが国の連続的な対外膨張戦略と
とらえている。
２９）　アジア太平洋戦争が勃発した１９４１年から主食の
米穀，１９４２年から衣料品の配給制がはじまる。
３０）　１９４０年に，第一線で活躍するデザイナー，コ
ピーライター，カメラマンなどがあつめられ，戦
争プロパガンダに奉仕する企画・政策集団として
発足した。このときのメンバーは，第二次世界大
戦後も，PRや広告の分野で活躍している。
３１）　バーリーとミーンズは，『近代株式会社と私有財
産』（１９３０）において，アメリカ産業社会における
「所有と支配の分離」について指摘した。なお，
「所有と経営の分離」と「所有と支配の分離」は区
別される。「持分の保有」による支配から「組織の
管理」による支配へ企業経営が変容することに
よって，所有と支配が分離することになったので
ある。
３２）　野口悠紀雄（２０１０）『１９４０年体制（増補版）─さ
らば戦時経済』東洋経済新報社
３３）　GHQによる占領及び統治は，樣々な種類と名称
による「命令」によってなされ，その順位は，指
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令，訓令，覚書，声明その他の指示，示唆である。
３４）　例えば，ポツダム政令１５号により，町内会・部
落会について「戦争協力組織」として廃止を命じ
たが，「地域の行事の実施や地域環境の整備等，現
実の地域運営には，この組織（町内会等：筆者加
筆）が不可欠であったので，政令が失効する時期
までに，ほとんどの町内会が復活していたといわ
れる。（拙稿：広島経済大学研究論集第３５巻４号
『地域防災プラットフォーム構想』）
３５）　猪狩誠也編著（２０１１）『日本の広報・PR１００年』
同友館， p. １０３
３６）　高柳保太郎は，大日本帝国陸軍の軍人。近代日
本における対ロシア・ソ連諜報活動に従事した情
報活動の先駆者であり，「弘報」「特務機関」の命
名者である。
３７）　GHQは，１９４９（昭和２４）年に「弘報技術講習
会」を開催した。民間情報教育局（CIE）のスタッ
フが講師を務めた。
３８）　北野邦彦（２００８）『帝京社会学第２１号』「広報・
弘報・PR」の語源に関する一考察
３９）　経済団体の推移
①終戦直後の１９４６年８月，日本経済の再建・復興
を目的として，経済団体連合会（経団連）が，
１９４８年４月，適正な労使関係の確立を目的とし
て先行して業種別・地方別経営者団体を基盤と
して，日本経営者団体連盟（日経連）が発足し
た。
②２００２年５月２８日に，経団連と日経連が統合し新
たな総合経済団体として，日本経済団体連合会
（日本経団連）が発足した。
企業１,２８１社製造業やサービス業等の主要な業種
別全国団体１２７団体地方別経済団体４７団体などか
ら構成されている。（２０１１年６月１５日現在）
４０）　井手嘉憲は，『行政広報論』（１９６７）において，
「HRは，相手を人格的存在と認め，相手の言い分
に耳を傾け，真実に基づいた情報を提供する。公
衆関係の管理は，広義の人間関係の管理であるこ
とから，PRは，HRの文脈の延長線上に位置づけ
られる」と述べる。しかし，そもそもアメリカに
おける原動的マネジメントには，企業経営者と従
業員の緊密かつ情緒的なコミュニケーションや情
報共有などの思想が存在しなかった。
４１）　１９５１年のアメリカ視察ののち，１９５３年には，人
間関係の改善という角度から社内報の在り方を研
究する PR研究会が発足した。
４２）　１９５５年に設立された生産性本部は，創立後１０年
間で，企業の経営者や幹部社員６６０チーム，約６,０００
人がアメリカに派遣された。（壱岐晃才『証言第二
次世界大戦後日本の経営革新』日経新書）
４３）　広井良典（２００９）『コミュニティを問いなおす 
─つながり・都市・日本社会の未来』ちくま新書
４４）　両立型の世界観では，社会貢献という発想を肯
定するが，片立型の世界観では，企業も社会的役
割を果たすことが当然という考え方になる。
４５）　日本規格は，JIS Z ２６０００（日本規格協会）であ
る。
４６）　DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー
「共通価値の戦略」２０１１年６月号
４７）　赤池　学＋水上武彦（２０１３）『CSV経営─社会
的課題の解決と事業を両立する』NTT出版
４８）　従来，CSRは，事業と直接的な結びつきが希薄
である社会貢献活動や慈善活動（フィランソロ
ピーやメセナなど）が主流であった。そこで，
ノーベル経済学賞を受賞したミルトン・フリード
マン（Milton Friedman, １９１２～２００６）によって
「企業は社会的責任を持つことができない。企業は
営利を目的として組織されたものであり，企業経
営者は株主からの付託に応え，株主利益を最大化
する義務がある」という考え方が強力に主張され
てきた。
４９）　ジョージ・クリール（George Creel, １８７６– 
１９５３）が委員長を務めた，通称クリール委員会で
ある。アメリカにおいて，プロパガンダという世
論操作手法を確立させたエドワード・バーネイズ
（Edward Bernays, １８９１～１９９５）も参加していた。
５０）　スチュアード・ユーウエン（２００３）『PR！ 世論
操作の社会史』法政大学出版局
５１）　ヴァンス・パッカード（１９５８）『かくれた説得
者』ダイヤモンド社
５２）　１９９０年の湾岸戦争においても「クエートの少女
証言」，「油まみれの水鳥」などの情報操作が明ら
かになっている。
５３）　猪狩誠也編著（２０１１）『日本の広報・PR１００年』
同友館，　p. ２３１
５４）　フォーチュン編集部（１９８１）『企業の心を伝え 
ろ─重視される CC』知道出版
５５）　本田哲也（２０１１）『新版 戦略 PR』（アスキー新
書）
５６）　猪狩誠也ほか共著（２００８）『CC戦略の理論と実
践─環境・CSR・共生』，同友館
５７）　当初は「広聴」の意味が強かった PRを「広報」
と訳したため，わが国では，現在も双方向コミュ
ニケーションというより，広く報らせる一方的通
行的な情報発信理解が強いままである。その経緯
の詳細は不明である。
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